
　「遺贈」とは、生前持っていた財産を

遺言によって贈与することを言います。

　この場合、財産を受ける人（受遺者）は、

血族関係の有無を問いません。生前お世

話になった知人、想いを同じくする団体、

介護してくれた子の配偶者、などに財産

を譲りたいという遺言を遺すこともでき

ますし、もちろん、法定相続人にも遺贈

することもできます。

　それに対し、「相続」は、亡くなった

人（被相続人）の財産を相続人が受け継

ぐことです。民法では、相続人として、

配偶者、血族である被相続人の子（養子

を含む）及び直系尊属・兄弟姉妹を規定

しており、配偶者を除く相続人に相続順

位が定められています（民法第900条）。

　また、遺贈には、遺産を特定せずに全

体又は全体の何割といって贈る「包括遺

贈」と財産を指定して贈る「特定遺贈」

の二つがあります。包括遺贈の場合は①

借金等の負の財産も承継する可能性があ

ること②他の相続人と共に遺産分割協議

に参加する必要があることから、安易に

包括遺贈にすることは避け、特定遺贈に

ついても検討する方が良いでしょう。

　もし、遺贈が兄弟姉妹や甥姪以外の法

定相続人に保障されている最低限の遺産

取得割合（遺留分）を侵害していた場合、

受遺者が遺留分侵害額請求をされる可能

性もありますので注意が必要です。

　更に、相続にある「代襲相続」という

制度も遺贈にはありませんので、受遺者

が遺言者より先に亡くなった場合、受遺

者の相続人が代襲して財産を受け取るこ

とができないことへの注意も必要です。

　なお、遺贈も相続も、贈与税ではなく相

続税がかかります。法定相続人以外が遺

贈を受けた場合、受遺者の納める相続税

が２割増し、相続財産に不動産が含まれ

る場合にも税制面での違いが生じます。

　遺言書に「遺贈する」、「相続させる」の

書き方によって法的効果に違いが生じる

場合があります。私達行政書士は、遺言

サポート業務を行う際には言葉の違いを

細かく助言させていただいております。

　　　　　　（行政書士　半田　直子）

ライフサポート行政書士の会がお届けする遺言・相続お役立ち情報

〒278-0022 野田市山崎 2635-7H・M レジデンス A 棟 315

電話 050-3748-0163 FAX 050-3588-8093
https://tiida168.jimdofree.com

行政書士　飯田法務経営事務所

飯田　利治行政書士
野田市
山崎

流山市
南流山

〒270-0005 松戸市大谷口 265-1-409

電話 047-705-9088 FAX 047-705-9088
https://handa-office.jimdofree.com

行政書士半田事務所

半田　直子行政書士
松戸市
大谷口

行政書士の徽章（バッジ）はコスモス、ラテン語で「秩序ある宇宙」です。行政書士は、あなたの暮らしを支える「頼れる街の法律家」です。

コスモスひろば No.10

令和４年 夏号（1）

「遺贈」の意味を教えてください。
「相続」とはどう違うのですか？

　もちろん、小規模宅地等の適用条件に

当てはまれば利用する事が可能です。

　将来、同居等をしている親族から土地

を相続する可能性があるのですね。

　小規模宅地等の特例とは、亡くなった

人が所有していた宅地等（土地または土

地の上に存する権利をいいます。）を相

続する時に相続税評価を一定面積まで５

０％又は、８０％迄減額できる制度です。

引き継ぐ土地の価値は変わらないのに、

相続税を劇的に抑えられるのが特徴で

す。

　例えば、相続税評価額＝５０００万円、

面積＝３３０㎡の居住用に使われた土地

を特例に当てはまる方が相続した場合、

８０％の減額ができるので、相続税評価

額＝１０００万円（５０００万円 ×２

０％）となります。（令和４年５月現在）

　但し、相続税額が５０％や８０％迄減

額されることではないことや、相続時精

算課税制度を利用して贈与をした場合に

は、小規模宅地等の特例制度の対象外に

なることには注意も必要です。

　ではなぜ政府は、このような相続税が

安くなる制度を導入したのでしょうか？

　その理由は、高度経済成長期に、土地

の価格が急上昇したため、それに伴い、

相続税の負担が大幅に増え、事業用や居

住用の土地を売却しないと相続税が支払

えない事態が多々おこったからです。

　また、「被相続人の事業または居住の

用に供されていた小規模な宅地は、一般

に相続人の生活基盤の維持に欠くことの

できないもので、相続人がこれを廃して

処分することは相当の制約を受けるた

め、相続税の課税価格に算入すべき価額

を計算する上で、政策的な観点から一定

の減額をするという趣旨である。」との

裁判所の見解もありました。

　国はこれら事態に配慮する目的で、相

続税の負担を緩和するこの制度をつくっ

たのでした。

　実際に皆さんがこの制度を利用する場

合には、制度事態が複雑であり、制度改

定も頻繁にあるので、お近くの税務署や

税理士に相談することをお勧めします。

　　　（行政書士兼 FP　飯田　利治）

小規模宅地の特例を
相続に使うことはできますか？



相続分を遺産分割協議前に
友人に譲渡できますか？
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国際結婚の相続で、相手国の
法律は関係してきますか？

　国際結婚の相続のように、外国人が関

係する相続については、故人（被相続人）

の国籍によって適用される法律が異なり

ます。

１．故人（被相続人）が日本国籍の場合

　日本の法律を適用するのが原則です。

例えば、日本人の夫と外国籍の妻の国際

結婚で、日本人の夫が亡くなった場合、

相続する妻が外国籍であっても、外国の

法律が適用されることは基本的にはあり

ません。相続手続きの際に必要となる戸

籍謄本や印鑑証明については、外国から

同等の書類を取り寄せて翻訳しましょう。

㊟相続財産の全部か一部が外国にある場

合には、故人（被相続人）が日本人であっ

ても、その外国の法律も確認して相続手

続きを進める必要があります。

２．故人（被相続人）が外国籍の場合

　故人（被相続人）の国籍がある国の法

律を適用するのが原則です。そのため、

財産を相続するのが日本人の場合でも、

外国の法律に従って相続手続きを進めま

す。もし、外国の法律が、生前の居住地

である日本の法律を適用するように規定

している場合は、日本の法律に沿って相

続手続きを進めることになりますが、ま

ずは外国の法律を確認することがポイン

トです。

　ちなみに、日本に居住する外国人が遺

言書を作成する場合、日本の民法が定め

る方式でも、国籍のある国の方式でも、

基本的に有効です。遺言者の死後、スムー

ズに遺言の内容を実現（登記等）するた

めには、相続財産がある国の法律を確認

しながら作成することをおすすめしま

す。

　このように、国際結婚の相続では、外

国の法律や外国での手続きが絡んでくる

場面が多くあります。

【参照条文】

法の適用に関する通則法（第 36 条、第

37 条）

遺言の方式の準拠法に関する法律（第２

条）

　　　　　　（行政書士　栗村　奈見）

　相続開始後、遺産分割が終了するまで

相続人はいつでも第三者に自己の相続分

を譲渡できます。

　ご友人に相続分が譲渡できるのか、と

ご心配なのですね。遺言書がない前提で

基本的なところをご説明しておきます。

　民法の 905 条 1 項に「共同相続人の

一人が遺産の分割前にその相続分を第三

者に譲り渡したときは、他の共同相続人

は、その価額及び費用を償還して、その

相続分を譲り受けることができる。」と

あります。この条文が、相続開始後、遺

産分割が終了するまで相続人はいつでも

第三者に自己の相続分を譲渡できるとい

う根拠になっています。

　この条文には、譲った場合、他の相続

人は譲渡された譲受人に対して、価額及

び費用を払って取り戻すことができると

されています。ただし、民法 905 条 2

項には「前項の権利は、一箇月以内に行

使しなければならない。」とあり、1 か

月以内の条件付きです。

　この譲渡先が、他の相続人であれば自

らの相続分に加算するだけですからあま

り問題にならないと思いますが、ご相談

者のご友人のように、相続人以外の場合

はどうでしょうか。

　相続人以外の第三者に譲渡された場合

には、譲受人は遺産分割協議の当事者に

なります。譲った相続人は当事者ではな

くなりますが、代わりに当事者になって

しまうわけです。第三者、つまりご友人

と他の相続人が同席した遺産分割協議に

なることを考慮しておきましょう。

　うまくまとまれば「遺産分割協議書」と

署名押印のある「相続分譲渡証明書」と

「印鑑証明書」の 3 点セットを相続証明

書として使っていくことになります。

　また、相続債務がある場合は譲渡をし

ても、相続債務の返済を求められたら拒

むことができないので、注意が必要です。

譲渡の理由など、不明ですが、贈与税の

問題など、考慮しておくことが他にもあ

りますから、ぜひ、専門家の意見を聞い

ておくことをおすすめします。

　　　 （行政書士兼 FP　髙田　哲朗）
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